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１．基本的事項 

 

近年、特定健康診査の実施や診療報酬明細書等（以下「レセプト等」という。）の電子化

が進展し、国保データベース（KDB）システム（以下「KDB」という。）等も整備されたこ

とにより、保険者が健康や医療に関する情報を活用して被保険者の健康課題の分析、保健事

業の評価等を行うための基盤の整備が進んできました。 

 

 こうした中、「日本再興戦略」（平成 25 年 6 月 14 日閣議決定）においても、「全ての健康

保険組合に対し、レセプト等のデータの分析、それに基づく加入者の健康保持増進のための

事業計画として「データヘルス計画」の作成・公表、事業実施、評価等の取組みを求めると

ともに、市町村国保が同様の取組みを行うことを推進する。」とされ、保険者はレセプト等

を活用した保健事業を推進することとされています。 

 これまでも、保険者においては、レセプトや統計資料等を活用することにより、「特定健

診等実施計画」の策定や見直し、その他の保健事業を実施していますが、今後は、さらなる

被保険者の健康保持増進に努めるため、保有しているデータを活用しながら、被保険者をリ

スク別に分けてターゲットを絞った保健事業の展開や、ポピュレーションアプローチから重

症化予防まで網羅的に保健事業を進めて行くことなどが求められています。 

 

 こうした背景から、国民健康保険法（昭和 33 年法律第 192 号）第 82 条第 4 項の規定に

基づき厚生労働大臣が定める国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針（平成

16 年厚生労働省告示第 307 号。以下「保健事業実施指針」という。）の一部が改正され、保

険者は健康・医療情報を活用して PDCA サイクルに沿った効果的かつ効率的な保健事業の

実施を図るための保健事業の実施計画（データヘルス計画）を策定した上で、保健事業実施

及び評価を行うこととされました。 

 

 岡山県医師国民健康保険組合（以下「当組合」という）では、平成 28 年に保健事業実施

指針に基づき、保健事業実施計画（データヘルス計画）を定め、被保険者の健康保持増進、

糖尿病等の発症や重症化予防等の保健事業を実施し、評価を行っています。 

 

 令和 3 年度はデータヘルス計画策定から 3 年経過後の中間評価年度となりますので、デー

タヘルス計画に係る詳細な分析を行い、保健事業の再計画、目標値の設定を行うこととしま

す。 
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２．データヘルス計画の概要 

 

40 歳前から必要に応じた健診を実施することで、健診の必要性、継続して健診を受ける習

慣や生活習慣病に関する関心が持てるようにします。 

  具体的には、特定健康診査とがん検診の一体化、休日健診の実施機関増加、郡市等医師会と

の連携、健診予約は当組合を通じて行うなどとします。 

また、重複多剤投与者に対する適正化や、後発医薬品の使用促進等にも取り組みます。 

 

取組内容 平成28 年度 平成29 年度 平成30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

特定健診とがん検診の同時実施       

休日健診の実施       

重複多剤投与者に対する適正化       

後発医薬品の使用促進       

 

 

３．中間評価の方法 

 

  第２期計画に掲げている目標について、策定時と中間評価時の比較を行い、その達成状況を

次の評価基準により評価しました。 

評価に使用する基礎資料は、令和 2 年度のデータ（医療費・健診結果等）、国保データベー

ス（KDB）とし、分析を行いました。 

   

判定区分 
評価基準 

指標判定 事業判定 

Ａ 目標を達成している うまくいっている 

Ｂ 改善している まあ、うまくいっている 

Ｃ 変わらない あまりうまくいっていない 

Ｄ 悪化している まったくうまくいっていない 

Ｅ 評価困難 わからない 
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４．全体評価 

 

（1）被保険者数 

 

当組合は、岡山県内で医療に従事する医師及び看護師等の従業員とそれぞれの家族を被保険

者としています。 

 

被保険者の年齢割合（令和 3 年 3 月末現在） 

○ 被保険者の年齢構成比 

 

被保険者の年齢割合は、男女ともに 20 歳～24 歳の階層に小さなピークが、男性は 60

歳～74 歳に大きなピークが、女性は 45 歳～59 歳に大きなピークが認められます。男性の

高齢のピークは医師本人、女性は看護師を中心とする従業員の分布を表しています。 

また、若年のピークは 20 歳～24 歳で就業前の家族および若年の女性従業員が多いよう

です。 

属性別のピークをみると、医師は 65～69 歳、医師の家族は 20～24 歳および 60～64

歳、従業員は 45～49 歳、従業員の家族は 15～19 歳が多いようです。 

医師は 50 歳代以下が少なく、従業員は各年代多く認められますが、35 歳以下の人数が

40 歳以上に比べやや少ないようです。 

 

16

10

21

28

22

5

2

5

2

4

2

2

2

4

7

2

95

134

123

140

179

226

207

172

91

24

15

17

48

55

67

85

50

29

38

53

53

69

104

143

103

91

4

7

18

26

20

27

30

25

19

0 100 200 300

0歳～4歳

5歳～9歳

10歳～14歳

15歳～19歳

20歳～24歳

25歳～29歳

30歳～34歳

35歳～39歳

40歳～44歳

45歳～49歳

50歳～54歳

55歳～59歳

60歳～64歳

65歳～69歳

70歳～74歳

女性

従業員家族 従業員本人 医師家族 医師本人

－3－



 

 

 

〇 被保険者数全体の推移 

  平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 対平成28年度比 

医 師 
本 人 989 979 962 950 982 99.2% 

家 族 1,673 1,606 1,552 1,514 1,418 84.7% 

従業員 
本 人 1,554 1,528 1,533 1,528 1,498 96.3% 

家 族 344 334 338 314 292 84.8% 

合 計 4,560 4,447 4,385 4,306 4,190 91.8% 

被保険者数は平成 28 年度から比較すると 8.2％減少しています。全体的に減少傾向にありま

すが、医師、従業員ともに家族の減少傾向が大きいようです。令和 2 年度の医師本人の増加、医

師の家族の減少の要因は、保険料負担の公平化のため、医師である家族は、医師本人として加入

してもらった結果によるものです。 

 

〇 被保険者数（40～64 歳）の推移 

  平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 対平成28年度比 

医 師 
本 人 647 624 599 565 549 84.9% 

家 族 533 515 512 486 446 83.6% 

従業員 
本 人 878 881 915 928 907 103.3% 

家 族 54 50 55 47 41 75.9% 

合 計 2,112 2,070 2,081 2,026 1,943 91.9% 

40～64 歳の被保険者数は平成 28 年度から比較すると 8.1％減少しています。被保険者全体と

同じ割合で減少していますが、全体と比較し、医師本人は大きく減少、従業員本人は増加してい

ることが見て取れます。 

 

〇 被保険者数（65～74 歳）の推移 

  平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 対平成28年度比 

医 師 
本 人 314 330 339 364 404 128.7% 

家 族 201 197 198 207 201 100.0% 

従業員 
本 人 41 46 40 40 40 97.6% 

家 族 37 41 39 32 35 94.6% 

合 計 593 614 616 643 680 114.7% 

65～74 歳の被保険者数は平成 28 年度から比較すると 14.7％増加しています。全体と比較

し、65～74 歳の被保険者の割合は大きく増加しています。 

また、特に医師本人の割合の増加は 28.7％と特に大きく、要因として 40～64 歳の減少から高

齢化により移行したものと考えられます。  
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（2）レセプトデータから見えるもの 

 

令和 2 年度被保険者 1 人当たり医療費、1 件当たり医療費、平成 28 年度 1 人当たり医療

費（高い順、82 疾病から最大医療資源傷病名による）を、入院・外来別とし、年齢別の比

較を行うため、全体の年齢、40 歳～74 歳、40 歳未満の 3 つの区分に分けました。 

 

  全体（入院）                 （円） 

順
位 

令和 2 年度 平成 28 年度 

疾病名 
1 人当たり 

医療費 

1 件当たり 

医療費 
疾病名 

1 人当たり 

医療費 

1 大腸がん 4,287  949,429  不整脈 3,525  

2 白血病 2,445  2,571,990  統合失調症 3,443  

3 大動脈瘤 2,149  4,521,480  骨折 1,959  

4 子宮筋腫 1,743  815,123  胃がん 1,906  

5 関節疾患 1,361  1,145,116  子宮筋腫 1,227  

6 乳がん 1,257  755,916  関節疾患 1,047  

7 骨折 1,177  618,884  脳出血 955  

8 脳梗塞 1,146  688,959  胆石症 922  

9 クモ膜下出血 1,046  2,199,790  狭心症 882  

10 脳出血 934  654,707  うつ病 814  

 

入院では、大動脈瘤・脳梗塞・クモ膜下出血・脳出血の循環器疾患の疾病名が多くみられ

ました。これらの疾病は、1 人当たり医療費も高いですが、件数は多くなく、1 件当たりの

医療費がとても高くなっていました。令和 2 年度の 1 人当たり医療費は、平成 28 年度と比

較して、統合失調症などの精神疾患の疾病名が低くなっています。 
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  全体（外来）                 （円） 

順
位 

令和 2 年度 平成 28 年度 

疾病名 
1 人当たり 

医療費 

1 件当たり 

医療費 
疾病名 

1 人当たり 

医療費 

1 慢性腎臓病 5,096  428,881  慢性腎不全 5,282  

2 関節疾患 4,914  36,792  糖尿病 4,522  

3 糖尿病 4,439  33,537  高血圧症 4,295  

4 脂質異常症 4,163  17,856  脂質異常症 4,114  

5 大腸がん 4,126  178,975  関節疾患 3,710  

6 高血圧症 3,340  13,767  乳がん 2,298  

7 乳がん 2,391  94,013  Ｃ型肝炎 2,148  

8 気管支喘息 2,305  25,529  気管支喘息 1,953  

9 うつ病 2,169  18,593  うつ病 1,830  

10 緑内障 1,983  13,981  緑内障 1,697  

 

慢性腎不全（透析あり）、糖尿病、高血圧症等の 1 人当たり医療費が高くなっていること

は、平成 28 年度と比較して変わりはないようです。平成 28 年度のＣ型肝炎は治療薬ハー

ボニーなどの高額薬剤によるものでしたが、令和 2 年度では見られなくなっています。 

 

  40 歳～74 歳（入院）                 （円） 

順
位 

令和 2 年度 平成 28 年度 

疾病名 
1 人当たり 

医療費 

1 件当たり 

医療費 
疾病名 

1 人当たり 

医療費 

1 大腸がん 6,838  949,429  不整脈 5,948  

2 白血病 3,900  2,571,990  胃がん 3,224  

3 大動脈瘤 3,428  4,521,480  統合失調症 2,898  

4 子宮筋腫 2,781  815,123  骨折 2,515  

5 関節疾患 2,170  1,145,116  子宮筋腫 1,799  

6 乳がん 2,006  755,916  関節疾患 1,771  

7 骨折 1,877  618,884  狭心症 1,491  

8 脳梗塞 1,828  688,959  胆石症 1,377  

9 クモ膜下出血 1,668  2,199,790  脳出血 1,356  

10 脳出血 1,489  654,707  白内障 1,182  

 

全体の年齢とあまり変わりは見られませんでした。40 歳未満の入院が少ないため、医療

費の高い入院は 40 歳以上に多かったと思われます。 
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  40 歳～74 歳（外来）                    （円） 

順
位 

令和 2 年度 平成 28 年度 

疾病名 
1 人当たり 

医療費 

1 件当たり 

医療費 
疾病名 

1 人当たり 

医療費 

1 慢性腎臓病 8,129  428,881  慢性腎臓病 8,934  

2 関節疾患 6,996  37,284  糖尿病 7,180  

3 糖尿病 6,625  33,480  高血圧症 7,095  

4 脂質異常症 6,619  17,926  脂質異常症 6,907  

5 大腸がん 6,581  178,975  関節疾患 5,817  

6 高血圧症 5,310  13,800  Ｃ型肝炎 3,633  

7 乳がん 3,813  94,013  乳がん 3,420  

8 緑内障 3,079  14,274  緑内障 2,846  

9 潰瘍性腸炎 2,819  100,500  潰瘍性腸炎 2,759  

10 不整脈 2,535  31,548  気管支喘息 2,456  

 

全体の年齢と同じく慢性腎不全（透析あり）、糖尿病などの生活習慣病に関する疾病名の

割合が高くなっています。特に脂質異常症、高血圧症は一人当たり医療費が高いですが、1

件当たり医療費が少ないのはレセプト件数が多いためです。 

 

40 歳未満（入院）                 （円） 

順
位 

令和 2 年度 平成 28 年度 

疾病名 
1 人当たり 

医療費 

1 件当たり 

医療費 
疾病名 

1 人当たり 

医療費 

1 胆石症 768  603,175  統合失調症 4,230  

2 卵巣腫瘍（良性） 433  679,730  骨折 1,156  

3 虫垂炎 335  526,520  乳がん 513  

4 腎炎・ネフローゼ 302  237,145  うつ病 471  

5 貧血 99  77,475  子宮筋腫 400  

6 白内障 93  146,410  脳出血 377  

7 うつ病 38  59,610  腎炎・ネフローゼ 339  

8    虫垂炎 276  

9    胆石症 263  

10    胃潰瘍 134  

 

令和 2 年度の 40 歳未満の入院は、新型コロナウイルス感染症の影響もあってか、少なく

なっています。1 件当たり医療費から、緊急性の低い入院は少なかったためと思われます。 
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  40 歳未満（外来）                  （円） 

順
位 

令和 2 年度 平成 28 年度 

疾病名 
1 人当たり 

医療費 

1 件当たり 

医療費 
疾病名 

1 人当たり 

医療費 

1 統合失調症 2,420  31,664  統合失調症 1,509  

2 うつ病 2,253  18,522  気管支喘息 1,224  

3 気管支喘息 2,024  38,284  うつ病 1,214  

4 関節疾患 1,415  33,161  糖尿病 678  

5 糖尿病 766  34,381  乳がん 675  

6 腎炎・ネフローゼ 462  34,553  関節疾患 663  

7 潰瘍性腸炎 313  54,647  インフルエンザ 559  

8 甲状腺機能亢進症 292  13,471  逆流性食道炎 368  

9 甲状腺機能低下症 274  13,450  甲状腺機能亢進症 343  

10 逆流性食道炎 266  14,399  卵巣腫瘍（良性） 277  

 

令和 2 年度から統合失調症、うつ病と精神疾患に係る医療費が高くなっています。新型コ

ロナウイルス感染症による影響から、入院治療から外来治療への切り替えが行われたためと

思われます。 

40 歳未満の被保険者に生活習慣病である糖尿病の疾病名が出ていますが、生活習慣病が

発生する前に自覚を促し、重症化予防につなげていくことが重要だと感じます。 

 

【総括】 

 

入院では不整脈、狭心症等の循環器に関する疾病名、外来では慢性腎不全（透析あり）の

医療費点数が高くなっていることは令和 2 年度と平成 28 年度を比較してあまり変化がみら

れませんでしたが、これらのリスクとなりえる糖尿病・高血圧症といった生活習慣病の発生

を抑え、重症化予防につなげることが引き続き、今後の重点課題と考えます。 

 また、令和 2 年度では大腸がんや乳がんが、平成 28 年度では胃がんの悪性新生物による

疾病の医療費が高額となっています。がん検診により、これらの疾病を早期発見・治療につ

なげることも重要と考えます。 
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（3）健診データから見えてくるもの 

 

  ① 特定健康診査受診率の推移（法定報告値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・第一期特定健康診査等実施計画（平成 20 年度～平成 24 年度） 

年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

対象者数 2,422  2,478  2,501  2,514  2,517  

受診者数 671  833  787  941  1,016  

受診率 27.7% 33.6% 31.5% 37.4% 40.4% 

・第二期特定健康診査等実施計画（平成 25 年度～平成 29 年度） 

年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

対象者数 2,505  2,607  2,590  2,612  2,585  

受診者数 1,070  1,140  1,128  1,208  1,159  

受診率 42.7% 43.7% 43.6% 46.2% 44.8% 

・第三期特定健康診査等実施計画（平成 30 年度～令和 5 年度） 

年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

対象者数 2,570  2,564  2,521  

受診者数 1,214  1,222  1,246  

受診率 47.2% 47.7% 49.4% 

 

令和 2 年度の特定健康診査の受診率は、49.4％でした。平成 28 年度と比較し、3.2％

高く、平成 20 年度から最も高い受診率となりました。 

しかし、目標値である 70％には、あと 20.6％の受診率の向上が必要な状況です。  

27.7%

33.6%

31.5%

37.4%

40.4%

42.7%
43.7% 43.6%

46.2%

44.8%

47.2% 47.7%

49.4%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

55%

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 01 02
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② 令和 2 年度の年齢別受診率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体でみると、60 歳代から受診率が下降していることが見受けられます。 

医師は 45～49 歳、家族は 55～59 歳にピークとなっていますが、ともに 40～44 歳の受

診率が低いようです。医師、家族ともに 60 歳代以上の受診率向上が課題と考えます。 

  

  年齢 40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65～69 70～74 計 

医 師 

対象者数 41 79 95 140 168 215 200 938 

受診者数 13 40 44 62 69 82 62 372 

受診率 31.7% 50.6% 46.3% 44.3% 41.1% 38.1% 31.0% 39.7% 

従業員 

対象者数 153 218 196 172 98 29 16 882 

受診者数 117 154 131 125 66 15 10 618 

受診率 76.5% 70.6% 66.8% 72.7% 67.3% 51.7% 62.5% 70.1% 

家 族 

対象者数 59 73 81 104 155 120 109 701 

受診者数 17 24 33 50 64 35 33 256 

受診率 28.8% 32.9% 40.7% 48.1% 41.3% 29.2% 30.3% 36.5% 

全 体 

対象者数 253 370 372 416 421 364 325 2,521 

受診者数 147 218 208 237 199 132 105 1246 

受診率 58.1% 58.9% 55.9% 57.0% 47.3% 36.3% 32.3% 49.4% 

31.7%

50.6%

46.3%

44.3%

41.1%

38.1%

31.0%

76.5%

70.6%

66.8%

72.7%

67.3%

51.7%

62.5%

28.8%

32.9%

40.7%

48.1%

41.3%

29.2%
30.3%

58.1% 58.9%

55.9% 57.0%

47.3%

36.3%
32.3%

20%

30%

40%

50%
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80%
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医師 従業員 家族 全体
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 ③ 特定保健指導利用率（法定報告値） 

 

 

 

 

 

 

 

・第一期特定健康診査等実施計画（平成 20 年度～平成 24 年度） 

 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

動機付け 
対象者数 46  51  43  47  52  

終了者数 1  4  1  3  2  

積 極 的 
対象者数 28  22  18  27  31  

終了者数 0  1  0  0  0  

合  計 
対象者数 74  73  61  74  83  

終了者数 1  5  1  3  2  

終 了 率 1.4% 6.8% 1.6% 4.1% 2.4% 

・第二期特定健康診査等実施計画（平成 25 年度～平成 29 年度） 

 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

動機付け 
対象者数 58  67  69  74  77  

終了者数 3  2  2  4  2  

積 極 的 
対象者数 24  30  37  41  31  

終了者数 1  0  0  1  2  

合  計 
対象者数 82  97  106  115  108  

終了者数 4  2  2  5  4  

終 了 率 4.9% 2.1% 1.9% 4.3% 3.7% 

・第三期特定健康診査等実施計画（平成 30 年度～令和 5 年度） 

 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

動機付け 
対象者数 66  69  65 

終了者数 0  4  8 

積 極 的 
対象者数 38  36  34 

終了者数 1  1  2 

合  計 
対象者数 104  105  99 

終了者数 1  5  10 

終 了 率 1.0% 4.8% 10.1% 

1.4%

6.8%

1.6%

4.1%
2.4%

4.9%

2.1% 1.9%

4.3% 3.7%

1.0%

4.8%

10.1%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 01 02
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５．個別事業評価 

 

（１）特定健康診査 

 

① 事業の内容（現状） 

背景 国民の受療の実態を見ると、高齢期に向けて生活習慣病の外来受療率が

徐々に増加し、次に 75 歳頃を境にして生活習慣病を中心とした入院受療

率が上昇している。これを個人に置き換えてみると、不適切な食生活や運

動不足等の不健康な生活習慣がやがて糖尿病、高血圧症、脂質異常、肥満

症等の発症を招き、外来通院や投薬が始まり、生活習慣の改善がないまま

に、虚血性心疾患や脳血管疾患等の発症に至るという経過をたどることに

なる。 

目的 特定健康診査は、糖尿病等の生活習慣病の発症や重症化を予防し、生活

習慣の改善を図ることを目的に、メタボリックシンドロームに着目した健

康診査（特定健診）を行い、その結果から生活習慣病のリスクの高い者を

抽出し、対象者に対しては生活習慣の改善ための特定保健指導を行う。 

具体的内容 【対象者】 

 40 歳～74 歳の被保険者（従業員組合員を除く） 

【実施方法】 

 期  間：5 月～翌年 3 月末まで 

 実施形態：個別健診（委託先 岡山県医師会、ＪＡ厚生連） 

 費  用：個人負担なし 

【検査項目】 

基
本
項
目 

既往歴の調査（服薬暦及び喫煙習慣の状況に係る調査を含む） 

自覚症状及び他覚症状の検査 

身体計測 身長、体重、腹囲、ＢＭＩ 

血圧 収縮期血圧、拡張期血圧 

血中脂質検査 中性脂肪、ＨＤＬ－Ｃ、ＬＤＬ－Ｃ 

肝機能検査 ＧＯＴ、ＧＰＴ、γ－ＧＴＰ 

血糖検査 

（いずれか） 空腹時血糖（実施できない場合、随時血糖）、HbA1c 

尿検査 糖、蛋白 

詳
細
項
目 

貧血検査 赤血球数、血色素量、ヘマトクリット値 

心電図検査 

眼底検査 

血清クレアチニン及びｅＧＦＲ 

  

評価指標 

目標値 

特定健康診査受診率 70％以上を令和 5 年度までに達成することを目標

とする。 
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年度計画 【事業主健診情報提供】 

 ・労働安全衛生法により、特定健康診査の対象とならない従業員組合員

について、医師組合員に事業主健診の結果のデータ提供をいただくこ

とにより、特定健康診査を行ったと見なし、メタボリックシンドロー

ム階層化を経て、生活習慣病リスクの高い者に対しては特定保健指導

を行う。 

【休日健診の実施】 

・岡山市医師会メディカルセンターと提携し、岡山県農業協同組合連合

会によるバス健診による休日健診等を行う。 

 ・倉敷中央病院リバーサイド、水島中央病院、岡山赤十字病院での休日

健診等を実施してもらう。なお健診予約は当組合を通じて行う。 

 ・郡市等医師会が休日等に実施する集団健診についての情報提供を実施

する。 

【特定健診を実施しやすい環境づくり】 

 ・特定健康診査と医師国保健康診査を同時に実施することにより、特定

健康診査で不足している検査を行うことで受診者の健診意欲の向上を

図る。 

【受診勧奨】 

 ・受診勧奨チラシを配布する。 

 ・岡山県国保連合会へ委託し「ももの会」による未受診者への電話勧奨

を行う。 
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② 評価と見直し 

評価指標 特定健康診査受診率【法定報告値】 

令和 2 年度  49.4％ 

目標値 令和 5 年度  70.0％ 

ベースライ

ン 

計画策定時 

 平成 28 年度 46.2％ 

経年変化 平成 29 年度 44.8％ 

平成 30 年度 47.2％ 

令 和 元 年 度 47.7％ 

指標判定 B 

事業判定 B 

要因 【良かった要因】 

電話勧奨、休日健診の実施、事業主健診情報提供が年々、組合員に周知

普及が進んでいることが受診率の向上に繋がっている。 

また、新規の対象者への勧奨も大切だが、継続受診を依頼することが受

診率向上に繋がった。 

【悪かった要因】 

一度も特定健康診査を受診したことのない対象者に勧奨しても効果が出

ない。特に 60 歳以上の医師および家族の受診率に大きく影響が見られ

る。 

組合の特性上からか、医師本人が自院で検査を行うため、特定健康診査

を必要としない場合がある。 

見直しと 

改善の案 

健診期間が 5 月から翌年 3 月までと長いため、健診忘れが起きないよう

に勧奨時期、勧奨回数の見直しが必要と考える。特に継続受診者へは、毎

年の健診時期を把握した上での勧奨を行い、健診忘れを防ぐ。 
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（２）特定保健指導 

 

① 事業の内容（現状） 

背景 生活習慣病予備群の保健指導の第一の目的は、生活習慣病に移行させな

いことである。そのため、保健指導では対象者自身が健診結果を理解して

自らの生活習慣を変えることができるように支援することにある。 

目的 特定健康診査の結果から生活習慣病のリスクの高い者を抽出し、対象者

に対しては生活習慣の改善ための特定保健指導を行い、生活習慣を改善す

ることにより、健診結果の改善や生活習慣病の発生予防、重症化予防、医

療費適正化を目指す。 

具体的内容 【対象者】 

特定健康診査受診者の内、検査結果により特定保健指導の対象となる

者。 

【実施方法】 

 実施形態：個別健診（委託先：岡山県医師会） 

 費  用：個人負担なし 

評価指標 

目標値 

特定保健指導の実施率を 30％以上、特定保健指導対象者の減少率 25％

以上減少（平成 20 年度対比）を令和 5 年度までに達成することを目標と

する。 

年度計画 【自家特定保健指導】（令和 2 年度より実施） 

 従業員組合員が特定保健指導の対象となった場合、事業主である医師組

合員が実施機関でなくとも、特定保健指導を実施、請求できる仕組みを確

立する。 
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② 評価と見直し 

評価指標 特定保健指導実施率【法定報告値】 

令和 2 年度  10.1％ 

目標値 令和 5 年度  30.0％ 

ベースライ

ン 

計画策定時 

 平成 28 年度  4.3％ 

経年変化 平成 29 年度  3.7％ 

平成 30 年度  1.0％ 

令 和 元 年 度  4.8％ 

指標判定 B 

事業判定 C 

要因 【良かった要因】 

令和 2 年度から自家特定保健指導を実施することで、利用率の向上に繋

がった。 

 自家特定保健指導の対象となる者にあらかじめ照会を行ったことが特定

保健指導への意識付けに繋がったのではないかと思う。 

【悪かった要因】 

利用券による利用率が上がらない。 

利用券送付後のフォローアップができていない。 

自己管理をするため、特定保健指導を不要と考えるといった意見もあっ

た。 

見直しと 

改善の案 

自家特定保健指導の対象範囲を拡大する。 

 ⇒積極的支援も対象とする 

 ⇒家族も対象とする 
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（３）医師国保健康診査 

 

① 事業の内容（現状） 

背景 当組合の 1 人当たり医療費に占める割合をみると、糖尿病などの生活習

慣病だけでなく、令和 2 年度では大腸がん、乳がんの悪性新生物の疾病が

高い割合となっている。 

目的 医師国保健康診査は、特定健康診査だけでは足りない、がん検診などの

他の検査を行い、生活習慣病以外の疾病の早期発見、治療につなげる。 

特定健康診査との同時実施により、1 度の健診で、検査を行うことで受

診者の負担軽減を図る。 

具体的内容 【対象者】 

 医師本人および被保険者である配偶者 

【実施方法】 

 期  間：5 月～翌年 3 月末まで 

 実施形態：個別健診（委託先：岡山県医師会、ＪＡ厚生連） 

 費  用： 

・特定健康診査対象となる者は、25,000 円を限度に費用を助成 

・特定健康診査対象外となる者は、30,000 円を限度に費用を助成 

（ただし、特定健康診査の検査項目を実施可） 

  ・婦人科健診の項目は、5,000 円を限度に費用を助成 

【検査項目】 

貧血検査 Ht、Hb、R、W 

特定健康診査の「詳細な健

診」として実施する場合も

あり 

心電図検査 12 誘導 

眼底検査 KW、H、S、SCOTT 

血清クレアチニン検査  

便潜血反応 1 回目、2 回目 

血液化学検査 ALP、総コレステロール、尿酸、血清アミラーゼ 

免疫検査 HBs 抗原(精密測定)、HCV 抗体Ⅲ(EIA) 

その他 胸部Ｘ線、胃Ｘ線、腹部超音波、CEA、BNP、PSA、

CA125 

婦人科健診 乳房視触診、マンモグラフィー、子宮頚部細胞診 

  

評価指標 

目標値 

健診実施率 

年度計画 【受診勧奨】 

特定健康診査に準ずる 

【健康診断実施成績】 

 医師国保健康診査、特定健康診査等の健診結果を取りまとめて、医師で

ある組合員に通知する。 
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② 評価と見直し 

評価指標 健診実施率 

令和 2 年度 組合員 40.4％ 世帯員 44.9％ 

目標値 令和 5 年度 組合員 50.0％ 世帯員 50.0％ 

ベースライ

ン 

計画策定時 

 平成 28 年度 組合員 38.1％ 世帯員 43.9％ 

経年変化 平成 29 年度 組合員 36.4％ 世帯員 42.3％ 

平成 30 年度 組合員 38.9％ 世帯員 45.9％ 

令 和 元 年 度 組合員 39.0％ 世帯員 48.1％ 

指標判定 B 

事業判定 C 

要因 【良かった要因】 

特定健康診査の受診率に連動して受診率の向上が見られる。 

【悪かった要因】 

すべての検査を行った場合、限度額を超えるため、受診者に自己負担が

発生する。そのためか、がん検査に関する胃レントゲンの受検率が特に低

い。胃内視鏡検査を求める意見があるが、実施できる医療機関は限られ

る。 

見直しと 

改善の案 

【医師国保健康診査の無料化】 

 助成に対する限度額を撤廃し、受診者への負担をなくすことを検討し

て、必要な検査を全て行ってもらえるようにする。 

【検査項目の見直し】 
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（４）重複多剤投与 

 

① 事業の内容（現状） 

背景 同じ病名で複数の医療機関で重複多剤投与を受けている場合、医療費の

増加だけでなく、副作用などの健康被害にもつながる。 

目的 同じ病名で複数の医療機関で重複多剤投与を受けている被保険者に対

し、通知と照会を行うことで、重複多剤投与を受けていることの自覚を促

させ、副作用等の健康被害の予防および医療費の適正化を図る。 

具体的内容 【対象者】 

3 か月連続して同一疾病での受診医療機関が 2 か所以上かつ同一または

同効果のある薬剤を処方されている者 

【実施方法】 

 文書照会の行い、自覚を促す。 

評価指標 

目標値 

重複多剤投与該当者のレセプト件数の減少 

年度計画 随時 

 

 

② 評価と見直し 

 評価に当たっては、十分な実績がでていないため、現時点での評価は見送る。
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６．今後の事業計画 

 

① 歯科検診の検討 

背景 う蝕及び歯周病に代表される歯科疾患は、その発病、進行により欠損や障

害が蓄積し、その結果として歯の喪失に繋がるため、食生活や社会生活等に

支障をきたし、ひいては、全身の健康に影響を与えるものとされている。 

平成 8 年より、厚生科学研究「口腔保健と全身的な健康状態の関係に関す

る研究」の実施結果によると、歯の喪失が少なく、よく噛めている者は生活

の質および活動能力が高く、運動・視聴覚機能に優れていることが明らかに

されている。 

目的 自覚症状を伴わず進行することが多いため、定期的に歯科検診を受診し

て、早期の歯科治療を受ける習慣を維持することで、う蝕や歯周病を予防

し、歯の喪失や歯科医療費の適正化を図る。 

具体的内容 【対象者】 

全被保険者 

【実施方法】 

 歯科健診にかかった費用助成 または 希望者に歯科検診キットを送付する

などの検討を行う。 

評価指標 

目標値 

【アウトカム】 

 歯科検診の実施率 

【アウトプット】 

歯科医療費の減少 

年度計画 随時 

 

 

７．計画の公表・周知 

 

  広報誌（医師国保だより）及びホームページに掲載し、公表・周知を図ります。 

 

 

８．個人情報の保護 

 

  個人情報保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）及びこれに基づくガイドライン「国

民健康保険組合における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」（平成 29 年 4 月 14 日

（令和 2 年 10 月一部改正） 個人情報保護委員会 厚生労働省）を遵守します。 
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